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１． 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4月 1日～平成 17 年 9 月 30 日） 
（1）連結経営成績                   金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

17 年 9 月中間期 15,125         4.8 △107          - △73          - 
16 年 9 月中間期 14,438         7.7 △42          - △26          - 

17 年 3 月期 33,395           - 453          - 499          - 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 

17 年 9 月中間期 △3           - △0.11 - 
16 年 9 月中間期 113           - 3.38 - 

17 年 3 月期 501           - 14.77 - 
 
(注)①持分法投資損益     17 年 9 月中間期      -  百万円   16 年 9 月中間期      -  百万円   17 年 3 月期      -  百万円 
    ②期中平均株式数(連結)  17 年 9 月中間期  33,606,591 株   16 年 9 月中間期  33,613,193 株   17 年 3 月期  33,611,764 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 

17 年 9 月中間期 23,464 11,797 50.3 351.06 
16 年 9 月中間期 22,653 11,507 50.8 342.35 
17 年 3 月期 25,397 11,858 46.7 352.83 
 
(注)期末発行済株式数(連結)  17 年 9 月中間期  33,604,875 株   16 年 9 月中間期  33,612,541 株   17 年 3 月期  33,609,052 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

17 年 9 月中間期 589 △107 △50 3,293 
16 年 9 月中間期 916 346 △86 3,451 
17 年 3 月期 863 △104 △172 2,861 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  5社  持分法適用非連結子会社数 0 社  持分法適用関連会社数 0 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  0 社 (除外)  0 社    持分法 (新規)  0 社 (除外)  0 社 
 
２．18 年 3月期の連結業績予想（平成 17年 4月 1 日～平成 18年 3月 31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 
 

百万円 
 

百万円 
 

通   期 33,700 680 620 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  18 円 25銭 
 
 
  ※ なお、上記の予想に関する事項については、「経営成績及び財政状態」の次期の見通し（10ページ）を 
   ご参照下さい。 
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平成17年11月15日 
三洋工業株式会社 

平成１７年度  中間決算概要 
 

（連結中間決算業績） 

当 中 間 期 前 中 間 期 
前 年 同 期 比 

増 (減) 
前   期 

 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日 

平成16年4月1日～ 

平成16年9月30日 
金 額 比 率 

平成16年4月1日～ 

平成17年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円 

売 上 高 15,125 14,438 687 4.8 33,395 

営 業 利 益 △107 △42 △64 － 453 

経 常 利 益 △73 △26 △46 － 499 

中間(当期 )純利益 △3 113 △117 － 501 

1株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 
△0円11銭 3円38銭 △3円49銭 － 14円77銭 

 

 

（個別中間決算業績） 

当 中 間 期 前 中 間 期 
前 年 同 期 比 

増 (減) 
前   期 

 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日 

平成16年4月1日～ 

平成16年9月30日 
金 額 比 率 

平成16年4月1日～ 

平成17年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円 

売 上 高 12,935 12,151 783 6.4 27,713 

営 業 利 益 △28 3 △31 － 353 

経 常 利 益 27 41 △14 △33.8 434 

中間(当期)純利益 82 166 △84 △50.6 553 

1 株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 
2円45銭 4円95銭 △2円50銭 △50.5 16円48銭 
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企 業 集 団 の 状 況           

 当社グループは、当社及び子会社５社で構成され、建築用金物・資材の製造、販売及び施工のほか、

精密機器の販売等の事業活動を展開しております。 

 当社グループの事業における位置付けは次の通りであります。 

  建築用金物・資材事業 

当社が製造、販売及び施工をするほか、(株)三洋工業九州システム、(株)三洋工業東北システ

ム、(株)三洋工業北海道システム、(株)三洋工業東京システムは一部を当社から仕入れて販売及

び施工をしております。 

 また、当社はフジオカエアータイト(株)から商品及び原材料を購入しております。 

 さらにフジオカエアータイト(株)は、当社グループ外から商品を仕入れて販売しております。 

 その他の事業 

フジオカエアータイト(株)は精密機器の販売を行っております。 

 

事業の系統図は下記の通りであります。 

 

 

重要な関係会社の状況は下記の通りであります。 
議決権の所有 
(被所有)割合 

名      称 住   所 
資本金又は
出資金 

(百万円) 

主要な事業の 
内容 所有割合

(％) 
被所有割合
(％) 

（株)三洋工業九州システム 福岡市博多区 30 建築用金物・資材の販売及び施工  80.0 - 
（株)三洋工業東北システム 仙台市宮城野区 30 〃  78.5 - 
（株)三洋工業北海道システム 札幌市白石区 20 〃 100.0 - 
（株)三洋工業東京システム 東京都江東区 20 〃  78.0 - 

（注）上記子会社は全て連結子会社であります。

金物・資材の
販売及び施工

金物･資材の販売

金
物
・
資
材
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び
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得　　　　　意　　　　　先
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経 営 方 針 及 び 経 営 成 績 

１．経営方針 
 
（１）経営の基本方針 

 当社グループでは、「国際化社会の中で、社員一人ひとりの自己の成長と企業の安定、発展をは

かり、快適空間の創造を通じて社会に貢献する」ことを目指しております。 

 その基本方針としては、次の３点を掲げております。 

 ① 人間尊重の経営 

 社員が仕事のやりがい、喜び、生きがいを実感できるように、人間中心の経営を推進してま

いります。 

 ② お客様第一の経営 

 より良い品やサービスの提供を通じて、お客様にご満足いただけるよう努めてまいります。 

 ③ 地域・社会と共生する経営 

直接のお客様だけでなく、地域・社会から賞賛されるような企業活動を行ってまいります。 

 以上の基本方針を基に、経営の効率化と収益性の向上を重視し、株主価値の増大を図ってまいり

ます。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

 利益配分については、株主の皆様への還元を重要政策とし、配当については安定的、継続的に実

施することを基本方針としております。 

 また、内部留保につきましては、将来の株主利益の増大を図れるような事業展開に活かすため、

有効に活用してまいります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 投資単位の引下げは、株式の流動性を高め、より多くの投資家の市場参加を促し、適正な株価を

形成するためには有用な施策であると認識しております。しかしながら、現状では当社の株式の流

動性は充分確保されていると考えられますので、投資単位の引下げにつきましては、今後の課題と

して検討を続けてまいります。 

 

（４）目標とする経営指標 

 当社グループでは、収益性を重視する中で経営コストの引下げを進め、業績の向上により安定し

た利益体質を確立してまいります。具体的な数値目標としては、平成 18 年度に連結経常利益 10 億

円を目指します。 

 

（５）中長期的な経営戦略 

当社グループは、中長期的な経営の方向性を明示した中期 3 ヵ年経営計画｢アクションプランＶ6｣

を前年度よりスタートさせました。初年度は概ね計画以上の進捗状況で推移し、2 年目の当連結会

計年度は経営数値計画を上方修正し、更なる収益力強化と経営の拡大に取り組んでおります。 

建築材料の製造、販売を経営の基盤とする当社グループは、市場の縮小と競争激化が予測される

建築業界において、中期 3 ヵ年経営計画に基づき重点施策である「戸建住宅市場」及び「ビル内装

市場」での収益拡大策を始め経営コスト引下げ策及び高付加価値製品の開発を進めると共に、あら

ゆる環境変化に対応できる利益体質を構築するため、シナジー効果が期待される他企業との業務提

携やＭ＆Ａも視野に入れ、事業拡大戦略に取り組んでまいります。当中間連結会計期間においては、

昭和リンク株式会社よりスラット商品の製造・販売に関する営業を譲り受け、この商品の育成と拡
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大を進め新規市場の開拓と、建材をベースに新たな事業領域への進出にチャレンジしてまいります。 

 

（６）対処すべき課題 

当社グループの対処すべき課題としては、建築市場の受注競争が激化する中で、原油価格高騰や

原材料である鋼材価格の値上りによる経営コスト上昇に対応した戦略と利益体質の強化であります。

そのためには、販売価格の引上げと仕入価格の抑制、生産性の向上や物流の効率化によるコスト引

下げ、さらに新たな市場の開拓と差別化製品の開発が重要と認識しております。 
 

 

（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方 

コーポレート･ガバナンスは、効率的かつ健全な企業経営を可能にするシステムを構築するこ

とにより、企業価値を高めるものと認識しております。そのため、意思決定の迅速化と権限委譲

を進め、責任体制を明確にすると共に、透明性を確保するため経営のチェック機能の充実に努め、

健全な事業運営を図ることをコーポレート･ガバナンスの基本的な考え方とし、経営上の最重要

課題のひとつと位置づけております。 

 

②コーポレート･ガバナンスに関する施策の実施状況 

会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート･ガバナンス体

制の状況は、下記のとおりであります。 

 

コーポレート・ガバナンス体制 

 

 

          選任                           選任   選任 

 

                                職務執行 

                                監   査 

                                     

 

                                 

                                会計監査 

                             報 告        報 告 

 

 

                           内部監査    助言・指導 

 

                

 

 

・ 当社は監査役会制度を採用しております。 

・ 取締役会は、会社の規模と機動性を勘案し、現在取締役６名の体制をとっており、社外取

締役は選任しておりません。取締役会は原則として月１回以上開催し、経営の基本方針、

法令で定められた事項やその他経営に関する重要な事項を決定するとともに、業務執行状

株  主  総  会 

取  締  役  会 

代 表 取 締 役 

経 営 会 議 法務監査室 

各 業 務 部 門 

監 査 役 会 

会計監査人 

顧問弁護士 
子 会 社 
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況を監視しております。 

・ 経営会議は、取締役と執行役員により必要に応じ開催され、経営上の諸問題について機動

的に対応し、業務の執行に関する重要事項の審議・決定を行っております。 

・ 監査役会は、現在監査役４名の体制をとっており、社外監査役は２名選任しております。

監査役は、監査役会の監査方針に従い取締役会や重要な会議に出席することにより、取締

役の業務遂行の適法性について監査するほか、子会社等の業務監査を実施しております。 

・ 法務監査室は、コンプライアンスの強化、内部統制の有効性等の検証について、監査役と

連携して各事業所の内部監査を定期的に実施しております。 

・ 会計監査人は、あずさ監査法人に委嘱し、商法監査及び証券取引法監査を受けており、正

確な財務情報の提供に努めております。また、業務執行社員については、一定期間を超え

て関与することのないよう措置しております｡ 

・ 顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に助言を受け、法務リスク管理に努めて

おります。 

 

 

（８）親会社等に関する事項 

 

該当事項はありません。 
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２．経営成績及び財政状態 
（１）当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、前期後半より懸念されていた「景気の踊り場」から

徐々に脱却する兆しが見られました。すなわち、企業収益が大幅に改善したことに伴って、設備投

資が増加し、雇用情勢も改善傾向が定着する一方、個人消費も堅調に推移し、景気は企業部門の好

調さが各方面に波及する形で、緩やかに回復してまいりました。 

当社グループの関連する建築業界におきましては、住宅着工戸数や工場、店舗などの非居住用民

間建築物の着工床面積が伸長し、民間建築需要は比較的好調に推移しましたが、公共建築投資につ

いては引続き減少し、加えて、原材料価格が依然として騰勢にあり、総じて厳しい経営環境にあり

ました。 

このような状況の中にあって、当社グループは２年目となる中期 3 ヵ年経営計画の見直しと目標

数値の上方修正を行い、｢戸建住宅市場｣と｢ビル内装市場｣をターゲットとした収益拡大策とともに

更なる経営コスト引下げ策に取り組み、利益計画の達成に邁進してまいりました。 

｢戸建住宅市場｣につきましては、差別化重視の商品開発方針のもと、プレカット加工可能で、且

つ景観を重視したデザイナーズ住宅向けの木造住宅用アルミ製ひさし「アルブレード」を新発売い

たしました。また、販売強化策としましては、小規模賃貸住宅や高齢者向け住宅への設計活動など

に注力してまいりました。しかし、戸建住宅商品の大部分を占める不燃金属下地材については、鋼

板の値上げに伴う価格改定を順次実施したことにより、新規採用が減少する一方、一部自社生産へ

転換したハウスメーカーなどもあって伸び悩み、戸建市場関連の売上高は前年同期比で 3.7％減と

なりました。 

｢ビル内装市場｣につきましては、床・壁・天井等の内装トータルシステム提案を軸に、設計指定

活動やマンションディベロッパーへの営業を強化してまいりました。特に、省力化により価格競争

力のある樹脂系置敷式ＯＡフロアの「マジックフロア」や、海外ＯＥＭ生産によるスチール製フリ

ーアクセスフロアの「ＣＳフロア」は、前年同期比で大幅に売上高が伸長し、ビル内装市場関連の

売上高は 13.4％増と伸長いたしました。 

その他の収益拡大策としましては、リフォームニーズのお客様に対しより付加価値の高いサービ

スを提供するため、神奈川県大和市に新たなリフォーム展示場を開設しました。また新規事業拡大

とアルミ建材製品品揃えの一環として、昭和リンク株式会社より住宅用窓及びガレージシャッター

を主とした、スラット商品の製造・販売に関する営業を譲受けました。 

経営コスト引下げ策としましては、前期、八尾市に新設した関西物流センターの整備・強化をは

じめとして、東京配送センターの物流機能をより強化し、関東地区の物流効率化を進めてまいりま

した。また、戸建商品の生産工場に最新鋭の成形機を導入することにより、生産効率の向上に努め

てまいりました。 

総体としましては、売上高は前年同期比約 4.8％増と伸長いたしましたが、主要原材料である鋼

板や線材、アルミ原材料の仕入れ価格の上昇により、粗利益率の低下を食い止めることができず、

利益額については減少いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高 15,125 百万円（前年同期売上高 14,438 百万円）、

経常損失 73 百万円（前年同期経常損失 26 百万円）、中間純損失 3 百万円（前年同期中間純利益

113 百万円）となりました。 

なお、平成 17 年 11 月 15 日開催の取締役会において、平成 17 年 12 月 21 日に株式交換により、

スワン商事株式会社を完全子会社とすることを決定し、同日、交換契約書の調印を行います。 

 

当社グループは、事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分して

おりますが、当中間連結会計期間においては、「建築用金物・資材事業」の売上高が全セグメント

の売上高合計の９０％を超えておりますので、事業の種類別セグメントは記載しておりません。そ
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のため、業績については、以下のとおり製品別に区分しております。 

 

製品別の状況 

①金属下地材 

金属下地材は、中期経営計画で重点目標としたビル内装市場への強化による収益拡大策が成果

に結びつき売上高は大きく伸長いたしましたが、主要原材料である鋼材の仕入価格の値上りに対

し販売価格を充分引上げられず、利益率は低下いたしました。特に内装用鋼製下地材製品は、天

井下地材及び壁下地材とも売上高は増加したものの、市場価格は厳しく原価上昇分を価格に充分

転嫁できず、利益率は低下いたしました。 

床下地材商品につきましては、居住用遮音二重床下地材製品（ホームベース）は、マンション

着工戸数が増加し地方の売上高は伸張しましたが、需要の大きい首都圏マンション物件の受注競

争が激化し、市場価格競争も厳しく大型物件受注が低迷したことで、売上高は減少いたしました。

ＯＡ床製品は、中国でのＯＥＭ生産に切り替え価格競争力が向上したスチール製フリーアクセス

フロア（ＣＳフロア）が大きく売上高を伸ばしたことと、省力化による生産性アップで価格競争

力が向上した樹脂系置敷式ＯＡフロア（マジックフロア）が伸長し、売上高は増加いたしました。

ノンビス工法ウッドデッキシステム製品（サニーデッキ）は、文教施設を中心とした公共物件や、

福祉施設及び需要が顕著なアウトドアリビング市場の売上高が増加し、堅調に推移いたしました。

鋼製床下地材製品（スリーベース）は、体育館工事物件が減少し、売上高はほぼ横這いで推移い

たしました。この結果、金属下地材の売上高は 8,996 百万円（前年同期比 7.5%増）となりました。 

②アルミ建材製品 

アルミ建材製品は、アルミ原材料価格の上昇に対し販売価格引上げ効果もあり、売上高及び粗

利益額は伸長しましたが、利益率は低下いたしました。 

主力の規格笠木製品（トップライン）とエキスパンションジョイントカバー製品（サンパンシ

ョン他）及びアルミ手摺（トップレール他）は、重点商品として販売ＰＲに努めた結果、着工戸

数の好調なマンション物件への受注が拡大し、売上高は伸長いたしました。特にサンパンション

は製品の見直しを行い、改良型の販売が好調なことと価格競争力もあり、売上高及び粗利益額は

大きく伸長いたしました。アルミ外装パネルは、建物の外装材に化粧材としての需要が高まり、

多用途に使用されたことで、売上高を拡大いたしました。この結果、アルミ建材製品の売上高は

3,182 百万円（前年同期比 4.2%増）となりました。 

③ネジ及び特殊釘類 

内装用吊りボルトは、金属下地材の内装用鋼製天井下地材の売上拡大にともない、売上高が伸

長いたしました。外装波板用ボルト類及び釘類は市場ニーズが低下し、低迷いたしました。この

結果、ネジ及び特殊釘類の売上高は 759 百万円（前年同期比 5.6%減）となりました。 

④換気製品 

換気製品（ウルトラエース他）は、民間企業の設備投資拡大と製造業の国内回帰による製造関

連建築物の増加により、売上高及び粗利益額とも伸長いたしました。この結果、換気製品の売上

高は 505 百万円（前年同期比 2.1%増）となりました。 

⑤その他 

建築内装用ボード類は、ビル内装市場への強化策による販売ＰＲと、内装用鋼製下地材売上の

拡大にともない、売上高及び粗利益額とも大きく前年より伸長いたしましたが、シーリング製品

（スリーコーン他）は、売上高及び粗利益額が減少いたしました。この結果、その他の売上高は

1,681百万円（前年同期比2.1%減）となりました。 
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キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、

前中間連結会計期間末に比べ１５７百万円減少し、３，２９３百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は５８９百万円（前中間連結会計期間比３２６百万円減）となり

ました。 

主な内訳は、減価償却費１４４百万円、売上債権の減少額２，５６２百万円及び仕入債務の減

少額１，８１７百万円等であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は１０７百万円（前中間連結会計期間比４５３百万円減）となり

ました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出９２百万円、無形固定資産の取得による支出６７

百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は５０百万円（前中間連結会計期間比３６百万円減）となりまし

た。 

これは、主に配当金の支払額８４百万円によるものであります。 

 

キャッシュ・フロー指標等のトレンド 

 第７０期 
平成 16 年 3 月期 

第７１期 
平成 16 年 9 月期 

第７１期 
平成 17 年 3 月期 

第７２期 
平成 17 年 9 月期 

自己資本比率（％） ４７.６ ５０．８ ４６.７ ５０．３ 
時価ベースの自己資本比率（％） ４０.２ ３８．１ ４３.９ ４６．２ 
債務償還年数（年） ２.４  １.２  
インタレスト・カバレッジ・レシオ ３８.４ １５５．７ ７３.６ １０８．３ 

 

※  自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は計算しておりません） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、中間（期末）株式終値×中間（期末）発行済株式総数（自己株式控

除後）により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている

負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつ

いては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を利用しております。 
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事業等のリスク 
 当社グループは、建築業界の動向により影響を受ける可能性があり、事業上のリスク要因には

次のようなものがあります。 

 
①建築工事の減少 
当社グループの取扱い商品は、ビル建築に関するものが多く、近年公共工事物件の減少によ

り販売競争が激化しております。今後さらに民間建築物件も減少しますと、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 
②材料価格の変動 
 当社グループの取扱い商品は鋼材を材料とするものが多く、近年鋼材価格の高騰により材料

費がアップしております。今後も鋼材価格の高騰が続きますと、販売価格に転嫁が出来なけれ

ば、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 
③製造物責任に伴う訴訟 
 当社グループは、建築用金属製品のメーカーとして品質管理には万全を期しておりますが、

製造物責任による損害賠償請求訴訟が提起された場合には、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 
④債権の貸倒れ 
 当社グループは、全国に販売網があり沢山の取引先がありますが、その大半は建築に関わる

取引先であり、建築需要の減少による取引先の倒産等が発生した場合には、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 
上記のリスクは、当中間連結会計期間末現在において判断したものであり、事業を遂行する上

ではこれら以外にもリスクが発生する可能性があります。 
 なお、当社グループではこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生し

た場合の対応に努めてまいります。 
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（２）次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、景気は引続き回復基調を辿るものと予想されますが、原油価格の

高騰や海外情勢の不安要因もあり、依然として先行き不透明感をぬぐいきれない状況にあります。

建築業界におきましては、企業収益の改善により設備投資の増加傾向は続くものと思われますが、

17 年度建築投資見通しに関して前年度比 0.5％減とする政府発表や、原材料価格の上昇による企業

収益圧迫などの要因を踏まえると、建築業界を取り巻く経営環境はこれまで以上に厳しい状況が予

想されます。 

こうした情勢の中で当社グループといたしましては、より強固な利益体質の構築を最重要課題と

し、年度経営計画を達成するため、所期の収益拡大策や経営コスト引下げ策を強力に推進していく

とともに、より綿密な収益管理を行い、利益重視の経営に徹していく考えであります。あわせて、

「安全」「環境」「少子高齢化」への社会的ニーズが高まる中で、これらに対応した差別化商品の

開発やオンリーワンサービスによる非価格競争戦略の推進により、企業価値の向上に全力をあげて

取り組んでまいる所存であります。 

 

 

 

  平成 18 年 3 月期の業績見通しは、下記の通りであります。 

 

 ［連 結］ ［個 別］ 
  百万円  百万円 
売 上 高 33,700 (前年同期比  0.9％増) 28,000 （前年度比 1.0%増） 
営 業 利 益      630  600  
経 常 利 益      680  650  
当期純利益 620  600  

 

 

 

［業績予想に関する注意事項］ 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報によって判断してお

りますが、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性がありますのでご承知お

き下さい。 
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結貸借対照表

平成１７年９月３０日現在 平成１６年９月３０日現在 平成１７年３月３１日現在

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　資　産 １７，５１４ 74.7 １６，６８２ 73.6 １９，５２５ 76.9

２，５９１ ２，５１４ ２，２１９

１１，５４６ １１，３４８ １４，１９５

１，１１１ １，０５１ １，０５１

２，３４７ １，９９６ ２，２８６

２１１ ６６ １１１

△２９４ △２９６ △３３９

固　定　資　産 ５，９４５ 25.3 ５，９６８ 26.4 ５，８７１ 23.1

４，１３２ 17.6 ４，３６５ 19.3 ４，１５２ 16.3

１，４５１ １，３７５ １，４８９

７５９ ７６２ ７１２

１，７８８ ２，００１ １，８２３

１３２ ２２６ １２６

１６７ 0.7 １０１ 0.5 ９８ 0.4

１，６４６ 7.0 １，５０２ 6.6 １，６２０ 6.4

７１６ ６２６ ６７３

１，２７１ １，０３４ １，２３５

△３４０ △１５８ △２８７

繰　延　資　産 ３ 0.0 １ 0.0 － －

２３，４６４ 100.0 ２２，６５３ 100.0 ２５，３９７ 100.0

貸 倒 引 当 金

建物及び構築物

資 産 合 計

有形固定資産

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券

無形固定資産

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

そ の 他

科　　　　　　目

当中間連結会計期間末

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

た な 卸 資 産

受取手形及び売掛金

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

前中間連結会計期間末
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結貸借対照表

平成１７年９月３０日現在 平成１６年９月３０日現在 平成１７年３月３１日現在

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　負　債 ８，７８４ 37.4 ８，５０８ 37.6 １０，８７６ 42.8

７，４６６ ７，０４４ ９，２９０

５８８ ７５１ ７５１

３２４ ２７３ ３３９

３６ ３９ ９８

１６５ １３５ １８７

２０１ ２６４ ２０９

固　定　負　債 ２，６６５ 11.4 ２，４１１ 10.6 ２，４２１ 9.5

５００ ３００ ３００

４ ６ ５

１，７９３ １，８５９ １，８２６

２３９ １７３ １８３

１２９ ７２ １０５

負　 債　 合　 計 １１，４４９ 48.8 １０，９２０ 48.2 １３，２９７ 52.3

２１７ 0.9 ２２５ 1.0 ２４０ 1.0

１，７６０ 7.5 １，７６０ 7.8 １，７６０ 6.9

１，１０１ 4.7 １，１０１ 4.8 １，１０１ 4.4

９，２０１ 39.2 ８，９９０ 39.7 ９，２９４ 36.6

１８７ 0.8 １０５ 0.5 １５３ 0.6

△４５３ △ 1.9 △４５１ △ 2.0 △４５２ △ 1.8

資 　本 　合 　計 １１，７９７ 50.3 １１，５０７ 50.8 １１，８５８ 46.7

２３，４６４ 100.0 ２２，６５３ 100.0 ２５，３９７ 100.0

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計

退職給付引当金

少 数 株 主 持分

資 本 金

未 払 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

自 己 株 式

（ 負 債 の 部 ）

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

科　　　　　　目

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

役員退職慰労引当金

（少 数株主 持分）

（ 資 本 の 部 ）

社 債

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
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中　間　連　結　損　益　計　算　書
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結損益計算書

自平成１７年４月　１日 自平成１６年４月　１日 自平成１６年４月　１日
至平成１７年９月３０日 至平成１６年９月３０日 至平成１７年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％ ％

１５，１２５ 100.0 １４，４３８ 100.0 ３３，３９５ 100.0

１１，６８７ 77.3 １０，９８８ 76.1 ２５，６０５ 76.7

３，４３８ 22.7 ３，４４９ 23.9 ７，７８９ 23.3

３，５４５ 23.4 ３，４９１ 24.2 ７，３３６ 21.9

△１０７ △ 0.7 △４２ △ 0.3 ４５３ 1.4

６８ 0.4 ６１ 0.4 １２０ 0.3

３ ４ ７

４ ３ ６

３９ ２８ ６６

－ ７ －

７ － １４

１３ １６ ２６

３４ 0.2 ４５ 0.3 ７４ 0.2

５ ５ １１

２１ ２１ ３６

７ １８ ２６

△７３ △ 0.5 △２６ △ 0.2 ４９９ 1.5

４８ 0.3 １６９ 1.2 １７５ 0.5

０ １５０ １７５

４７ － －

－ １８ －

３ 0.0 ８ 0.1 １２６ 0.4

－ ０ ０

２ ８ １５

－ － ７８

０ － －

－ － １０

－ － ２１

△２８ △ 0.2 １３３ 0.9 ５４８ 1.6

法人税・住民税及び事業税 ２８ 0.2 ２９ 0.2 ８８ 0.2

△３１ △ 0.2 ０ 0.0 △４８ △ 0.1

△２１ △ 0.2 △９ △ 0.1 ５ 0.0

△３ △ 0.0 １１３ 0.8 ５０１ 1.5

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

営 業 利 益

支 払 利 息

賃貸不動産関係費

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 賃 貸 料

屑 鉄 等 売 却 代

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

売 上 高

売 上 原 価

受 取 保 険 金

早 期 退 職 援 助 金

科　　　　　　　　目

そ の 他

そ の 他

貸倒引当金戻入益

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

税金等調整前(中間)当期純利益

経 常 利 益

特 別 利 益

投資有価証券評価損

少数株主利益又は
少数株主損失(△)

法人税 等調整 額

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損

中間(当期)純利益

投資有価証券売却益

固 定 資 産 評 価 損

訴 訟 和 解 金
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１７年４月　１日 自平成１６年４月　１日 自平成１６年４月　１日

至平成１７年９月３０日 至平成１６年９月３０日 至平成１７年３月３１日

１，１０１ １，１０１ １，１０１

１，１０１ １，１０１ １，１０１

９，２９４ ８，９７０ ８，９７０

－ １１３ ５０１

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 － １１３ ５０１

９２ ９３ １７７

配 当 金 ８４ ８４ １６８

役 員 賞 与 ５ ９ ９

自 己 株 式 処 分 差 損 － － ０

中 間 純 損 失 ３ － －

９，２０１ ８，９９０ ９，２９４

利 益 剰 余 金 増 加 高

科　　　　　目

利益剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資本剰余金中間期末(期末)残高
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度
自　平成１７年４月　１日 自　平成１６年４月　１日 自　平成１６年４月　１日
至　平成１７年９月３０日 至　平成１６年９月３０日 至　平成１７年３月３１日
金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額

Ⅰ

1 △　２８ １３３ ５４８

2 １４４ １４９ ３０８

3 △　４７ － －

4 △　３３ △　３２ △　６５

5 ５５ ５４ ６４

6 △　２２ △　２ ４９

7 ４３ △　１８ ５５３

8 △　８ △　８ △　１３

9 ５ ５ １１

10 △　０ △　１５０ △　１７５

11 ２ ８ １６

12 － － ７８

13 － － ２１

14 ２，５６２ ２，４０４ △　９７２

15 △　６１ １０ △　２７８

16 △　１，８１７ △　１，４２０ ８３０

17 △　２６ △　４０ △　２３

18 △　８３ △　５１ ４７

小　　　　　計 ６８５ １，０４３ １，０００

19 ８ ８ １３

20 △　５ △　５ △　１１

21 △　９８ △　１２９ △　１３９

５８９ ９１６ ８６３

Ⅱ

1 △　９２ △　７０ △　２８９

2 ３６ ２９７ ３４３

3 △　６７ － －

4 △　３１ － －

5 ６４ ７ １９

6 △　２２ △　０ △　２

7 ５ ４ １１

8 △　５３０ △　６０ △　３７０

9 ５３０ １７０ １８５

10 － △　１ △　１

△　１０７ ３４６ △　１０４

Ⅲ

1 ２５０ １５０ ８００

2 △　４１２ △　１５０ △　８００

3 △　１ △　０ △　１

4 ２００ － －

5 △　８４ △　８４ △　１６８

6 △　２ △　２ △　３

△　５０ △　８６ △　１７２

Ⅳ － － －

Ⅴ ４３２ １，１７５ ５８５

Ⅵ ２，８６１ ２，２７５ ２，２７５

Ⅶ ３，２９３ ３，４５１ ２，８６１

減 価 償 却 費

退職給付引当金の増加 （△減少）額

役員退職慰労引当金の増加（△減少）額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

期　　　別

科　　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又 は 税 金 等 調 整 前 中 間 （当 期） 純 損 失 ( △ )

未 払 消 費 税 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

支 払 利 息

賞 与 引 当 金 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

貸 倒 引 当 金 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

有 形 固 定 資 産 評 価 損

有 形 固 定 資 産 売 却 益

有 形 固 定 資 産 除 売 却 損

仕 入 債 務 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

訴 訟 和 解 金

た な 卸 資 産 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額

売 上 債 権 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

法 人 税 等 の 支 払 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

配 当 金 の 支 払 額

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

そ の 他

投資活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

貸 付 に よ る 支 出

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

そ の 他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（又は△減少額）

現金及び現金同等物の期首残高

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

  １．連結の範囲に関する事項 

     連結子会社は、(株)三洋工業九州システム、(株)三洋工業東北システム、(株)三洋工業北 

    海道システム、(株)三洋工業東京システム及びフジオカエアータイト(株)の５社であり、非 

    連結子会社はありません。 

 

  ２．持分法の適用に関する事項 

     非連結子会社及び関連会社がないので、持分法の適用はありません。 

 

  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

     連結子会社の中間期末日と中間連結決算日は一致しております。 

 

  ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

       有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの………移動平均法による原価法 

       たな卸資産 

        商    品………最終仕入原価法 

        原 材 料      ………先入先出法による原価法 

        製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

                  なお、実際原価との差額は中間期末に修正しております。 

 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産及び賃貸不動産 

        建 物 

         平成１０年３月３１日以前取得した建物…………………………………定率法 

         平成１０年４月 １日以降取得した建物(建物附属設備を除く)………定額法 

        その他………定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

      ②無形固定資産 

        営 業 権      ………５年間で毎期均等額を償却しております。 

        そ の 他      ………定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  

   （３）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 ３年間で毎期均等額を償却しております。 
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   （４）重要な引当金の計上基準 

      ①貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

      ②賞与引当金 

       従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間連結

会計期間の負担額を計上しております。 

      ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく当中間連結会

計年度末要支給額を計上しております。 

   （５）重要なリース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   （６）消費税等の会計処理 

      税抜方式を採用しております。 

 

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

 

 

 

 会計処理の変更 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第

6 号）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 
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 表示方法の変更 
  （連結損益計算書） 

1. 営業外収益の「受取保険金」は、当中間連結会計期間において営業外収益の総額の 100 分の 10 

 以下となったので、「その他」に含めて表示することとしました。なお、当中間連結会計期間の 

 「その他」に含まれている「受取保険金」の金額は 4 百万円であります。 

 

2. 営業外収益の「屑鉄等売却代」は、当中間連結会計期間において営業外収益の総額の 100 分の 

 10 を超えたため、区分掲記することとしました。なお、前中間連結会計期間の「その他」に含ま 

 れている「屑鉄等売却代」の金額は 6 百万円であります。 

 

  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりまし 

た「無形固定資産の取得による支出」は、重要性が増したため、当中間連結会計期間において区分 

掲記することに変更しました。 

なお、前中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めておりまし

た「無形固定資産の取得による支出」は 1 百万円であります。 

 

 

 

注記事項
（中間連結貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 賃貸不動産の減価償却累計額

3. 担保資産
担保差入資産
建物
土地
賃貸不動産
計
上記の担保資産に対する債務
短期借入金

社債（銀行保証付無担保社債）
計

4. 受取手形裏書譲渡高

5. 平成13年10月30日の盗難事故による受取手形、株券の表示
当中間連結会計期間末

前中間連結会計期間末
投資有価証券には盗難事故による株券27百万円が含まれております。

前連結会計年度末

　

14 11 11

1,037 1,000 1,000
500 300 300

当中間連結会計期間末

(百万円)
7,193

前中間連結会計期間末

(百万円)
7,074

454

607

537 700

417

595
50 -

222 224157

152127

前連結会計年度末

(百万円)

417

7,123

136

45

700

599
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（中間連結損益計算書関係）

1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
給与
賞与引当金繰入額
退職給付費用
役員退職慰労引当金繰入額
厚生費
運賃・荷造費
貸倒引当金繰入額
減価償却費

2. 固定資産売却益の内訳

3. 固定資産売却損の内訳

4. 固定資産除却損の主な内訳

150
土地
計 175

計

機械装置及び運搬具

計

その他 1

計

計

0

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

0

410
1,709

204 208
746 781
43 - 183

当中間連結会計期間
(百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
(百万円) (百万円) (百万円)

137 115 159
1,244 1,257 2,654

260
60 54 64
123 131

44 95

175

前中間連結会計期間
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

土地 150

4 建物及び構築物

0

9

0
0

0

機械装置及び運搬具－

土地

39

0



－ 20 － 

  

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されて
いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定
有価証券勘定
計
預金期間が3ヶ月を超える定期預金等
現金及び現金同等物

（リース取引関係）
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

（有価証券関係）
1．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円)

(1)株式
(2)債券
社債

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減

損処理を行い、投資有価証券評価損 0百万円を計上しております。
なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価の50％以下に下落した場合に減損処
理を行っております。また、下落率が30％以上50％未満の場合には、該当銘柄の過去2年間の株価
及び会社の業績を考慮して減損処理を行っております。

2．時価評価されていない有価証券 (単位：百万円)

その他有価証券

（デリバティブ取引関係）
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

84

マネー・マネジメント・ファンド

非上場株式(店頭売買株式を除く)

連結貸借対照表計上額中間連結貸借対照表計上額中間連結貸借対照表計上額

1,051
84

1,111
78

1,051

(平成17年3月31日現在）(平成16年9月30日現在）(平成17年9月30日現在）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
(百万円) (百万円) (百万円)
2,591 2,514 2,219
1,111 1,051 1,051
3,703 3,566 3,271
△ 410 △ 115 △ 410
3,293 3,451

前連結会計年度
(平成17年3月31日現在)

2,861

-

差額
対照表計上額

取得原価
連結貸借対

差額
照表計上額

259

当中間連結会計期間
(平成17年9月30日現在)

前中間連結会計期間
(平成16年9月30日現在)

316 351 329

12 0 -

178 588

-

差額

316 363 542

取得原価
中間連結貸借

530

12--
638

-
321

取得原価
中間連結貸借

対照表計上額

638321

当中間連結会計期間 前連結会計年度前中間連結会計期間

合 計 178 259588329
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 （重要な後発事象） 
 当社は、平成 17 年 11 月 15 日開催の取締役会において、平成 17 年 12 月 21 日を株式交換の日とし
て、スワン商事株式会社を当社の完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、交換契約書
の調印を行います。 

 この株式交換は、商法第 358 条第 1 項に基づくものであり、商法第 353 条第 1 項に定める株主総会

の承認を得ずに行うものであります。 

 

 

 

 

（セグメント情報）
1. 事業の種類別セグメント情報
当中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日)

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当中
間連結会計期間においては、建築用金物・資材事業の売上高及び営業損失の金額が全セグメントの
売上高合計及び営業損失の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類別セグメ
ント情報の記載を省略しております。

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日)
事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当中
間連結会計期間においては、建築用金物・資材事業の売上高及び営業損失の金額が全セグメントの
売上高合計及び営業損失の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類別セグメ
ント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）
事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当連
結会計年度においては、建築用金物・資材事業の売上高、営業利益及び資産の金額が全セグメント
の売上高合計、営業利益及び資産の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類
別セグメント情報の記載を省略しております。

2. 所在地別セグメント情報
当中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日)
在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）
在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

3. 海外売上高
当中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日)
海外売上高がないため、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日)
海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）
海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（生産、受注及び販売の状況）
当社グループは、事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりま
すが、当中間連結会計期間においては、「建築用金物・資材事業」の生産高及び販売高が全セグメントの

生産高合計及び販売高合計の90％を超えております。そのため、生産実績及び販売実績については、下記
のとおり製品別に区分しております。

1. 生産実績

（注）1. 金額は実際原価によっております。
2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 受注状況
当社グループは受注生産を行なっておりません。

3. 販売実績

（注）1. 販売実績の100分の10を超える主要な販売先はありません。
2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

前 年 同 期 比

15,125 4.8

3,182 4.2

330 2.1

ネ ジ 及 び 特 殊 釘 類 759 △ 5.6

3,745 18.9

（単位：百万円、％）

区 分 金 額

そ の 他 1,681 △ 2.1

合 計

換 気 製 品 505 2.1

金 属 下 地 材 8,996 7.5

ア ル ミ 建 材 製 品

そ の 他 181 31.3

合 計

換 気 製 品 158 5.4

金 属 下 地 材 2,663 23.5

ア ル ミ 建 材 製 品 411 8.3

ネ ジ 及 び 特 殊 釘 類

（単位：百万円、％）

区 分 金 額 前 年 同 期 比


